
歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 長野県 高森町

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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■経常収支比率の分析
　人件費の抑制などにより、類似団体の平均を大きく下回っているが、比率は年々悪化している。今後も景気の悪化により税収の増加は
見込めないため、効率的な財政運営により歳出削減を図ることで、経常収支比率の上昇を抑えるように努める。その他については主に特
別会計への繰出金であるが、その値が類似団体内平均値より高いのは、下水道事業特別会計への繰出金が多いためである。

■人件費及び人件費に準ずる費用
　財政比較分析表にあるとおり、人口1,000人当たりの職員数が類似団体の中でも最も少なく、人口１人当たりの決算額についても、最低
水準となっている。今後も組織の見直し、計画的な職員採用、事務事業の効率化等により適正な定員管理に努め、人件費の上昇を最小
限に抑えつつ、適切な住民サービスの提供を維持できるように努める。

■公債費及び公債費に準ずる費用
　人口１人当たりの決算額は類似団体の平均以下に抑えられているが、これは平成10～16年度にかけて、21億7,000万円の繰上償還を
行ったこと、平成16年度に7億8,460万円の借換を行ったことにより、借換をしなかった場合と比較し、7,500万円公債費が減額されているこ
となどによる。今後も新たな起債の借入を抑制し、公債費負担の上昇を抑えるように努める。

■普通建設事業費
　普通建設事業費の人口１人当たり決算額は平成16年度以降類似団体の平均を下回る水準を維持している。平成20年度に大きく減少し
た主な要因は、学校エコ改修と環境教育事業による高森南小学校の改修工事が平成19年度で完了したことによる。今後老朽化した中学
校の建替等を控えており、引き続き普通建設事業費の抑制に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 700,005 51,945 97,146 ▲ 46.5
賃金（物件費） 145,681 10,810 7,004 54.3
一部事務組合負担金（補助費等） 142,267 10,557 17,970 ▲ 41.3
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 1,069 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 41,899 3,109 4,591 ▲ 32.3
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 19,549 1,451 1,944 ▲ 25.4
▲退職金 ▲ 61,513 ▲ 4,565 ▲ 11,457 ▲ 60.2
合計 987,888 73,307 118,266 ▲ 38.0

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 5.71 10.45 ▲ 4.74
ラスパイレス指数 96.2 93.3 2.9

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

808,012 59,959 85,953 ▲ 30.2

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 401,139 29,767 17,005 75.0
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

16,140 1,198 6,075 ▲ 80.3

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

57,035 4,232 2,954 43.3

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 23 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 773,223 ▲ 57,378 ▲ 65,270 ▲ 12.1

合計 509,103 37,778 46,740 ▲ 19.2
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 長野県 高森町

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

642,786 48,941 ▲ 46.7 90,219 ▲ 18.2 ▲ 28.5

うち単独分 557,912 42,478 ▲ 32.3 53,069 ▲ 15.5 ▲ 16.8

783,672 59,190 20.9 98,270 8.9 12.0

うち単独分 699,360 52,822 24.4 53,547 0.9 23.5

772,822 57,768 ▲ 2.4 95,963 ▲ 2.3 ▲ 0.1

うち単独分 658,437 49,218 ▲ 6.8 51,372 ▲ 4.1 ▲ 2.7

798,379 59,359 2.8 76,581 ▲ 20.2 23.0

うち単独分 353,086 26,252 ▲ 46.7 43,275 ▲ 15.8 ▲ 30.9

503,405 37,356 ▲ 37.1 83,771 9.4 ▲ 46.5

うち単独分 429,642 31,882 21.4 41,478 ▲ 4.2 25.6

過去５年間平均 700,213 52,523 ▲ 12.5 88,961 ▲ 4.5 ▲ 8.0

うち単独分 539,687 40,530 ▲ 8.0 48,548 ▲ 7.7 ▲ 0.3
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当該団体値 類似団体平均値
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